

























 3.1 垂直非統合の契機 ―中核部品の市場流通化― 
 3.2 1990年代の中国携帯電話産業と欧米系半導体メーカー 
 3.3 携帯電話端末の設計受託会社の出現 
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規企業の参入が促されることになる（Gort and Klepper, 1982; Klepper and Graddy, 1990; 
Agarwal and Gort, 1996; Funk, 2008）。また、産業の垂直非統合化は、市場規模の拡大や
技術ライフサイクルの変化によってもたらされると議論されることが多い（Abernathy and 



























の競争及び淘汰が激しくなることもよく議論される（Gort and Klepper,1982 ; Klepper 
and Graddy,1990 ; Agarwal and Gort,1996)。しかし、産業ライフサイクルの各段階の産
業構造がいかなる要因に影響されるのかを検討する際に、市場規模のみを駆動要因として
捉えるのでは、現実を十分に説明することはできないと考えられる  (Langlois and 
Robertson, 1995)。 
                                                   
1 例えばパソコン産業などは携帯電話産業と同じ Time-to-Market、短い製品ライフサイクル、消費者の
多様化したニーズなどの特性を持つため、その産業構造が同じようなスピードで垂直非統合に変化してい
ると考えられる（Langlois and Robertson,1992 ; Fine,1999)。 
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一方、より産業の内部の要因に着目した研究では、「モジュラー化」のような技術の変
化が産業構造の垂直非統合化をもたらすと議論されることが多い（Christensen and 





















設計受託会社は、強い企業家精神を発揮し、さらには ERP などの IT 技術の導入3を進め
ることを通じて、先進国のより多くのブランド力のある完成品メーカーと取引しようと試







                                                   






3 伊藤（2005）によると、設計受託会社は ERP などの IT 技術の導入によって、大量の情報を容易に処
理することができるため、より多くの先進国の完成品メーカーと取引する傾向がある。 

































が多くなるにつれて、製品全体の設計や性能の予測が難しくなる（Masten, 1984; Winter, 
1987; Chesbrough and Teece, 1996; Garud and Kumaraswamy, 1995; Dosi, Hobday, 
Marengo, and Prencipe, 2003）。そのため、製品を開発するにあたっては、関係を結ぶ
双方の側が異なる知識を持ち寄ってそれらを融合しない限り、新しい中核部品と複数の周






7 1993 年にインテルは最新の Pentium CPU とチップセットを開発し、IBM などの既存顧客にプロモ
ートした。しかし、IBM や日系パソコンの顧客がインテルのチップセットに自社の付加価値が取られる
ことを恐れ、その Pentium CPU とチップセットの採用を断った。こうした背景のなかでインテルは新し






イノベーション・マネジメント No.7 - 55 - 






























データの収集については、2005 年から 2007 年まで約 50 社以上の日本、台湾、韓国、
中国系の携帯電話メーカー、通信事業者、中核部品メーカー、ソフトウェア・ベンダー、
そして設計受託会社などへのインタビューを行った。また、本稿で焦点となった中核部品






9 Vind and Fold (2007)は産業内のマルチレイヤー・ストラクチャの概念を提起し、シンガポールの電
子産業の垂直非統合を分析した。 
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ステムと端末の開発経験を通じて蓄積した知識を、デジタル式の第 2 世代である GSM 規
格のシステム開発に応用し（Funk,2002）、ベースバンド・チップセットとプロトコル・ス
タックの設計にも生かした。 
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例えば、TI は 1995～96 年頃から Nokia 向けの特注カスタマイズのベースバンド・チッ
プセットの開発に取り組むと同時に、自社の半導体技術の優位性を活用し、独自に開発し
たベースバンド・チップセットとプロトコル・スタックを新規携帯電話メーカー向けに販
売し始めた。だが、プロトコル・スタックの設計は Nokia 側が握っており、TI が短期間
で自前のプロトコル・スタックを開発することは難しかった12。そこで TI は、1995 年に
Panasonic に目をつけた13。Panasonic と TI との提携は、前者がプロトコル・スタック技
術、後者が半導体技術を持ち寄る点では Nokia と TI の提携と似ていた。だが大きく違っ
たのは、TI と Panasonic の共同で開発されたベースバンド・チップセットとプロトコル・







3.2 1990 年代の中国携帯電話産業と欧米系半導体メーカー 
 中国における GSM 方式の携帯電話端末およびネットワーク設備の開発への取り組みは、




開発チームは 1994 年にアメリカ系半導体メーカーである ADI（Analog Device, Inc.）と
提携し、同社のベースバンド・チップセットを利用し端末開発を行うことになった。 




                                                   
12 プロトコル・スタックの開発とベースバンド・チップセットの開発には技術的に一定の関連性がある
ため、TI にとって、プロトコル・スタックの技術を有する企業との提携が不可欠だった。 
13 Panasonicが 1992年から 1996年にかけて発売したGSM携帯電話はすべて自社開発したベースバン
ド・チップセットとプロトコル・スタックを使用していた。しかし、自社開発したベースバンド・チップ
セットは不良品率が高く、機能や集積度でも TI 製品に劣っていたため、内部での慎重な検討の結果、
Panasonic は 1996 年から TI と共同開発を開始し、1997 年以降は正式に TI のベースバンド・チップセ
ットを採用するようになった。 
14 一方、通信システムの開発は、河北省石家荘市所在の電子工業部第四研究所が担当した。 











ムに関する知識が Nokia などより少ない中国企業も、1990 年代末以降、次々に携帯電話
の開発を手がけ始めた。ただし、当時の中国携帯電話メーカーの開発リソースと量産経験













一方、韓国では 1997 年の経済危機後、Samsung や LG を離職したエンジニアによって
多数のベンチャー企業が設立される潮流の中で、設計受託会社が一種のベンチャーとして




研究員を務めた者によって 1999 年に設立された。その際に Bellwave の社長は、TI のベ
ースバンド・チップセットとプロトコル・スタックを Bellwave の設計能力と組み合わせ、
中国携帯電話メーカーに対して共同で端末設計サービスを提供することを TI に提案した。
                                                   








19 台湾で最も早く携帯電話の開発を手がけたのは明碁(BenQ)である。同社は 1994 年に ADI のベース
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交渉の結果、TI は Bellwave に 400 万ドルの投資を行い、また同社株式の 13％を取得し
た20。 Bellwave は 2001 年から 2003 年にかけて、回路基板、液晶、キーパッド、外観設
計やその他の部品等を供給し、中国側が組み立てるというビジネス・モデルを採った21。
また、出荷台数が 100 万台を超える取引の場合は、Bellwave 側は中国側に回路図を提供
し、中国に出向いて量産準備や部品調達などの指導を行う方法を取った22。Bellwave に代
表される、50 社余りの韓国の専業携帯設計受託会社が提供する端末設計サービスを活用し、












な設計能力を兼ね備えた企業は、2006 年時点で少なくとも 50 社前後に達していたとされ
た25。2005 年には中国国内で発売されたモデル数は 800 機種近くにのぼり、同年の日本の
発売モデル数のほぼ 10 倍に達していた（丸川・安本・今井・許,2006）。また、その年に、




                                                   
20 Bellwave は TI と連携することによって、TI の新たな汎用ベースバンド・チップセットとプロトコ
ル・スタックの技術資料を他社より優先的に入手でき、携帯電話を開発できた。 
21 いわゆる Semi Knock-Down（SKD）方式であり、輸入半製品の組立による完成品生産である。 
22 この場合、部品調達は中国側が行う。この方法は Completely-Knock-Down（CKD）、または Turnkey 
Solution と呼ばれ、輸入部品の組立による完成品生産を指す。CKD 取引の場合、Bellwave は生産台数
に基づきロイヤリティを受け取る。 





25 ただし、中国の設計受託会社の盛衰もきわめて激しく、2005 年には第 2 位であった中電賽龍は 2007
年には倒産し、トップだった徳信無線も急速に衰退した一方、2005 年に成立した聞泰電子（WingTech）
が 2007 年にはトップに立った。 
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系携帯電話メーカー38 社は合計で外資メーカーの総機種の 2.5 倍になり、609 の機種を市
場に送った（図 3）。市場調査会社等の推計によれば、これらの中小規模の地場の新規携帯
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図 3 GSM のみの企業数とモデル数26    図 4 中国・外資ブランドの国内市場シェア27 
  



























機能を備えたモデルを毎年市場に送り出してきた。2003 年には MP3、04 年には MP4、05 年にはカメラ、
06 年にはタッチパネル、07 年以降はアナログ・テレビ視聴機能が主なセールス・ポイントになっている。 
（出所）中国の大手携帯電話端末の販売会社














（Yasumoto and Shiu,2007）。 
 聯發科技の携帯電話部門は 2000 年 7 月に設立して以来、ベースバンド・チップセット
































32 2002 年 9 月に設立された達智はインテルのベースバンドチップセットを用いてスマートフォンの開
発を行ったが、株主たちはスマートフォンを売り出すのは時期尚早だと考えた。達智は結局、安価なフィ




33 兆碩は 2004 年 1 月に華碩（ASUSTek）から投資を受け、華碩の子会社になった。 
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34 2005 年に聯發科技は TI を超えて、中国メーカーが用いるベースバンド・チップセットのなかで４割
以上のシェアを占めるようになった。 

















































                                                   
42 2005 年に聯發科技はベースバンド・チップセットの総出荷数（約 3000 万セット）の約 6 割から 7
割（約 1800 万から 2100 万）を中国の設計受託会社に供給した。したがって、2005 年に中国の設計受託

























































                                                   
43 今井・許（2008）は、中国設計受託会社はビジネスチャンスによる追求と企業家精神が、中国携帯電
話産業の垂直非統合にも影響を与えたと指摘した。 





































2007 年に展訊通訊は聯發科技、TI に次ぐ第 3 位のベースバンド・チップセット・ベンダ
ーになった。展訊通訊はベースバンド・チップセットの製品化の速度を増すために、中国








48 展訊通訊はシリコンバレーから帰国した中国人エンジニアが 2001 年 7 月に設立したもので、03 年に
MP3 機能を持ったベースバンド・チップセットの開発に成功し、04 年 4 月にはマルチメディア機能を持
ったベースバンド IC を開発し、さらに同年には中国の第３世代携帯電話規格である TD-SCDMA と GSM、
















付加価値が高い製品設計サービスに移行するもう 1 つの方策としては、第 3 世代、第 3.5
世代、そして第 3.75 世代の高性能の携帯電話端末のほうに移行することである。例えば、
2005 年から台湾の携帯電話設計受託会社は、このような高性能の携帯電話端末の製品設計





中国では 2009 年 6 月から TDS-CDMA、WCDMA、CDMA2000 などの第 3 世代の通信
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